
６．各セグメントにおける損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額、引当外退職給付増加見積額は以下のとおりです。
（単位：円）

生物資源利用研究事業 環境資源管理研究事業 環境変動対策研究事業 国際動向把握研究事業 小 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 ` ` ` ` ` 199¶492¶895 199¶492¶895

引当外賞与見積額 � 2¶718¶035 � 1¶522¶451 � 539¶050 � 499¶750 � 5¶279¶286 3¶969¶523 � 1¶309¶763

引当外退職給付増加見積
額

70¶726¶481 83¶973¶408 22¶992¶775 10¶607¶506 188¶300¶170 � 124¶927¶643 63¶372¶527

計量法第121条の２の規定に基づく特定計量証明事業を行う者の認定
（2010年８月25日認定分）

認定番号
認定特定計量証明
事業者の名称及び
住所

事業所の名称及び
所在地

認定の区分及び、
媒体／計量の方法 認定の有効期限

Ｎ`0150`01 財団法人岐阜県公
衆衛生検査セン
ター

財団法人岐阜県公
衆衛生検査セン
ター

・大気中のダイオ
キシン類

2013年８月24日

岐阜県岐阜市曙町
４`６

岐阜県岐阜市曙町
４`６

排ガス／ＪＩＳ
Ｋ0311（2008）

環境大気／ダイ
オキシン類に係る
大気環境調査マ
ニュアル（平成20
年環境省 水・大
気環境局）

・水又は土壌中の
ダイオキシン類

環境水／ＪＩＳ
Ｋ0312（2008）

排水／ＪＩＳ
Ｋ0312（2008）

土壌／ダイオキ
シン類に係る土壌
調査測定マニュア
ル（平成21年環境
省 水・大気環境
局）

底質／ダイオキ
シン類に係る底質
調査測定マニュア
ル（平成21年環境
省 水・大気環境
局）
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独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構西日本支社公告第21号
広島圏都市計画事業（広島平和記念都市建設事
業）二葉の里土地区画整理審議会委員について、
委員となることを承諾した者は下記のとおりであ
るので、広島圏都市計画事業（広島平和記念都市
建設事業）二葉の里土地区画整理事業施行規程（平
成22年７月20日国土交通省告示第768号）第９条
第１項の規定に基づき、公告する。
平成 22年 10月 22日

独立行政法人都市再生機構西日本支社
支社長 糟谷 明人

記
１ 宅地の所有者で委員となることを承諾した者
沖 英磨 広島市安佐北区亀崎三丁目10番４

号
長谷川順通 東京都江東区有明一丁目４番11`

3106号
平野 和博 広島市東区馬木六丁目1949番地の

１
山Ä 義之 広島市東区二葉の里二丁目３番18

号
西日本旅客
鉄道株式会
社

大阪市北区芝田二丁目４番24号

財務省
２ 宅地について借地権を有する者で委員となる
ことを承諾した者
門重マツヨ 広島市東区二葉の里二丁目９番15

号

行旅死亡人

本籍・住所・氏名不詳、60～75歳の男性、身長
160‹くらい、体格普通、上衣は白色半袖シャ
ツ、チェック半袖シャツ、下衣は青色トランク
ス、白色ズボン、黒色ベルト、紺色靴下着用、
遺留金品現金2¶671円
上記の者は、平成22年８月11日、大阪市立天王
寺動物園アジア熱帯雨林ゾーン茂み内にて発見さ
れました。死亡は平成22年８月10日頃と推定。死
因は縊頸による窒息死。遺体は、大阪市立小林斎
場にて火葬に付しました。心当たりの方は当区保
健福祉センターまで申し出てください。
平成 22年 10月 22日
大阪市 天王寺区長 谷川 友彦

教育職員免許状失効公告

教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第10

条第１項第２号の規定により次の免許状は平成22

年９月21日付けで失効した。
平成 22年 10月 22日 岩手県教育委員会

失効した免許状
１ 氏名 吉田 大助 本籍地 岩手県
生年月日 昭和54年５月26日
免許状の種類、教科及び番号

\ 小学校教諭１種免許状
平13小１種第388号

] 中学校教諭１種免許状 社会
平13中１種第233号
授与権者 岩手県教育委員会
授与年月日 平成14年３月23目

２ 氏名 ˆ橋 誠 本籍地 岩手県
生年月日 昭和40年１月９日
免許状の種類、教科及び番号

\ 中学校教諭１級普通免許状 社会
昭61中１普第237号

] 高等学校教諭２級普通免許状 社会
昭61高２普第311号
授与権者 青森県教育委員会
授与年月日 昭和62年３月20日

計量法第 121条の２の規定に基づく認定の公告

〇独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 245号
計量法（平成４年法律第51号）第168条の５第１号の規定に基づく同法第121条の２の認定を行った
ので、同法第168条の５第７号の規定に基づく同法第159条第１項第12号の規定に基づき、公告する。
平成 22年 10月 22日 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長 安井 至
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